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自治体の家族政策による出生行動の機会格差の是正
金井雅之１
The Effect of Family Policy on Reducing Inequality in Childbearing
KANAI, Masayuki１
要旨：東京都区市部の住民を対象とする無作為抽出調査データ（N＝１０５９）を用いて、居住する自治体の家族
政策と世帯の所得およびサポート資源（社会関係資本）が、出生行動にどのような影響を与えるかを検証し
た。第一に、子ども数を直接従属変数とした分析では、家族政策が負の、世帯所得とサポート資源が正の効果
を、出生行動に与えていた。第二に、子ども数を０人、１人、２人以上の３段階に分けた詳しい分析では、子
どもなしから第１子を設ける際には家族政策（負）・世帯所得（正）が効果をもつが、さらに第２子以上を設
ける際にはサポート資源（正）が効果をもっており、第１子を設けるときと第２子以降を設けるときの促進要
因が異なることがわかった。第三に、家族政策と世帯所得およびサポート資源との交互作用を分析した結果、
第１子を設ける際には家族政策とサポート資源との間に、第２子以降を設ける際には家族政策と世帯所得との
間に、それぞれ相互補完関係があることがわかった。以上より、自治体の家族政策は一見出生行動に負の影響
を与えている（もしくは少なくとも少子化を食い止める効果がない）ように見えるが、世帯所得やサポート資
源といった個人属性が出生行動に与える影響を和らげることにより家族形成の機会格差の是正効果をもつこと
が確認された。
キーワード：少子化、出生行動、家族形成の機会格差、家族政策、所得、サポート資源
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１９９０年代以降の長期不況や２０００年代の新自由主義的改
革による若年非正規雇用・無業の増加など近年の日本社
会の変化のひとつの帰結として、結婚や出産といった家
族形成にかかわる機会格差に注目が集まっている（山田
２００７、佐藤ほか２０１０、太郎丸２０１１など）。
なかでも、出産すなわち出生行動の規定要因について
は、少子化というマクロな社会問題とのかかわりの中
で、早くから研究が蓄積されてきた。具体的には、所得
や雇用形態のような経済的要因（福田２０１１）や、女性の
就業継続などワーク・ライフ・バランスの達成状況（安
河内２００８、吉田２０１１）や、育児を物理的・心理的に支援
する家族・親族をはじめとするサポート資源の多寡（星
２００７、２００８、松田２０１０）などが出生行動に影響すること
が、マイクロデータの計量分析によって明らかになって
いる。
一方で、少子化の進行を抑制するための政策的対応、
すなわち家族政策（McDonald２００４）も、これら３つの
阻害要因の解消を主要な目標としてきた。１９９０年の「ひ
のえうまショック」をきっかけとして１９９４年の「エンゼ
ルプラン」、２００３年の少子化社会対策基本法および次世
代育成支援対策推進法の制定を経て、民主党政権下の
２０１０年に閣議決定された「子ども・子育てビジョン」に
いたる日本の家族政策（堀田２０１１）は、「子育ての経済
支援」と「仕事と育児の両立支援」という終始一貫して
いる「２本の柱」（阿藤２００５、２０１１）に加えて、地域や
友人・知人など親族以外のサポート資源（社会関係資
本）を構築し活用することの比重を徐々に増やしてき
た１）。
実際、２００３年に制定された次世代育成支援対策推進法
では、地方公共団体および一般事業主に次世代育成支援
のための行動計画の策定を義務づけるとともに、地方公
共団体・事業主団体・住民からなる「次世代育成支援対
策地域協議会」を組織することを盛り込んでいる。そし
て、これにしたがって多くの地方公共団体で行動計画が
策定され、地域協議会が設立されてきているが（浅井
２００４、大谷ほか２００５、相馬２００５）、一方で自治体ごとに
進捗や充実度に差が出ていることも指摘されている（鎌
田２０１０）。
これらの家族政策は本来、社会全体での少子化の進行
の抑制というマクロな目標の達成を意図している。しか
し、個々人の家族形成における機会格差の拡大という階
層論的な視点から見た場合、もしこうした政策が有効に
機能するならば機会格差の是正、つまり不平等の緩和に
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家族政策
世帯所得
サポート資源
子ども数交互作用
も貢献しうるはずである。つまり、経済的に貧しいた
め、あるいはサポート資源に恵まれないためといった、
個人の努力のみには帰責できない理由によって、本当は
子どもが欲しいと思っている２）のにあきらめなければな
らない人びとを、救済する効果をもちうるはずである。
しかしながらこれまで、自治体の家族政策の違いにか
んする事例的ないし質的研究はいくつか見られるものの
（垣内・櫻谷２００２、岩間２００４b、大谷ほか２００５、相馬２００５
など）、個人や世帯の出生行動にかんする計量的分析に
おいて居住する自治体の政策的取り組みの度合いを明示
的に考慮に入れた研究は存在せず、政策が家族形成の機
会格差を緩和する効果があるかどうかは明らかになって
いない。そこで本稿では、所得とサポート資源という２
つの個人属性３）と居住自治体の家族政策の充実度との交
互作用を分析することによって、この問題を計量的に検
討する。
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家族政策への取り組みの度合いが異なる複数の自治体
に居住する個人を分析単位として、家族政策、世帯所
得、回答者本人のサポート資源が出生行動（子ども数）
に与える影響を、多変量解析によって分析する（図
１）。交互作用のないモデルとあるモデルを両方検討す
る。
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２０１１年夏に実施された「結婚と子育て支援にかんする
東京都民調査」（実施責任者：金井雅之）を用いる。母
集団は、東京都の２３区および２６市に在住する２０１１年１２月
３１日時点で満２５歳から５４歳までの日本人男女個人であ
る。各区市から５０人ずつ合計２,４５０人を計画標本とし
て、各区市選挙管理委員会の許可を得て選挙人名簿抄本
から無作為に抽出した４）。往復とも郵送による自計式質
問紙調査として、２０１１年９月１４日から１０月３１日にかけて
実施した。謝礼は５００円分の図書カードを調査票に同封
して先渡しとした。最終的な有効回収数は１,２３０人（有
効回収率５１.０％）であり、性別や年齢といった基本属性
は計画標本と比べて大きな偏りはなかった（金井２０１２）。
これ以降の記述統計や分析結果においては、本稿の分析
に用いるすべての変数において欠損のなかった１,０５９
ケースに限定した数値を示す。
周知のように、東京都は全国の都道府県の中で最も少
子化が進んでいる。２０１１年の合計特殊出生率は全国で１.
３９だったのに対し、東京都では１.０６と最低である（厚生
労働省２０１２）。また、東京都で合計特殊出生率が最も下
がった２００１年・２００３年・２００５年の数値は１.００であった。
区市レベルの合計特殊出生率も２００９年時点で、杉並区で
０.８２、目黒区で０.８３、武蔵野市で０.８６などと低迷してい
る（東京都２０１２）。
一方で、後述のように（３.２.２（１））、この調査に含ま
れる区市は家族政策の充実度（少子化対策の実施項目
数）が異なる。よって、居住する自治体の政策の違いが
子ども数に与える影響を検討することができる。
なお、出生行動の規定要因を分析するほとんどの先行
研究では、対象者が既婚女性に限られている。これに対
して、本稿で用いるデータは未婚者や男性も含んでい
る。未婚者（分析対象ケースの２９.８％、うち９５.４％が子
どもなし）も分析対象とするのは、日本のように婚外子
の少ない社会において結婚は子どもを設けるための事実
上の前提条件となるため、結婚できるかどうかも含めて
家族形成の機会格差をとらえたいからである。また男性
を標本に含めることについては、本研究の関心は出産や
子育てや働き方にかんする意識よりは実際の出生行動に
あり、これは男性に聞いても女性に聞いても同じである
こと、そして所得にかんしては世帯所得を指標とするこ
とによってジェンダー差の問題を解消している。
 
	
３．２．１ 従属変数
出生行動を現時点での子ども数で測定する。０人から
４人までの１人刻みの選択肢と５人以上という選択肢を
設けたが、５人以上と回答した人はおらず、上限は４人
だった。
最も多いのは子どもが０人の人で全体の４７％を占め、
２人の２７％、１人の１８％がこれに続く（表１）。３人以
上の人は全体の９％に満たないので、以後の分析では２
人以上を統合して「０人」、「１人」、「２人以上」の３つ
のカテゴリーに再編した変数を主に用いることにする。
図１ 分析枠組み
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３．２．２ 独立変数
（１）政策
居住する自治体の家族政策の充実度の指標として、以
下の８つの少子化対策のうち何項目を実施しているかを
用いる（リクルートホールディングス２０１１）５）。家族政
策の目標に即していえば、１～３は仕事と育児の両立支
援、４と５は子育ての経済支援、６～８は地域子育て支
援に主に対応するだろう。
１．一時保育
２．休日保育
３．２４時間保育
４．３人目からの保育料の無料化
５．認可外保育所への当該自治体独自の補助制度
６．保育ママ制度
７．区（市）立幼稚園での預かり保育
８．産前又は産後支援のヘルパー派遣
少なくとも３つ以上の施策を実施している区市が多
く、４つ以下の自治体が約半数を占める（表２）。地理
的には、区部（東側）で５つ以上の自治体が多いのに対
し、市部（西側）では４つ以下の自治体が相対的に多い
（図２）。
（２）所得
所得は、過去１年間の世帯所得（税・臨時収入込み）
を、４００万円未満は１００万円刻み、４００～１,０００万円は２００
万円刻み、１,０００～１,５００万円は１選択肢、１,５００万円以上
も１選択肢とした合計９個の選択肢への回答を、それぞ
れの階級の中間値に変換して用いる。今回の調査では分
布に著しい歪みはみられなかったため６）、以後の分析で
は階級中間値をそのまま用いる（図３）。
（３）サポート資源
サポート資源が出生行動に与える影響を検討した先行
研究においては、サポート資源として実質的に機能する
のは、家族（配偶者・両親）を中心とする親族がほとん
どであることが指摘されている（星２００７、２００８）。しか
し、１で見たように現在の家族政策の基本的な方向性は
家族や親族への過剰な依存を緩和していくことであり、
家族形成の機会格差という本稿の研究目的から見ても、
機会格差は個人にとってほぼ所与の条件である親族ネッ
トワークだけではなく、友人・知人などのネットワーク
の多寡によっても部分的に規定される上に、こうした友
人・知人のネットワークが階層的地位に左右されること
もまた、社会関係資本論の文脈では広く知られている
表１ 子ども数の度数分布
子ども数 度数 比率
０人 ４９２ ４６．５％
１人 １８９ １７．８％
２人 ２８８ ２７．２％
３人 ８２ ７．７％
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３５．７％
４人 ８ ０．８％
計 １０５９ １００．０％
表２ 自治体の少子化対策数の度数分布
少子化対策数 度数 比率 累積比率
１ １ ２％ ２％
２ １ ２％ ４％
３ ９ １９％ ２３％
４ １０ ２１％ ４５％
５ １４ ３０％ ７４％
６ ８ １７％ ９１％
７ ４ ９％ １００％
計 ４７ １００％
図２ 少子化対策項目数の地理的分布
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（Fischer１９８２、森岡２０００、星２０１１など）。
よって、本稿ではサポート資源の指標として、親族と
非親族を含めた交際範囲の大きさ（人数）を用いる。現
代の都市住民のライフスタイルに即した測定法として、
「あなたが使っている携帯電話や PHSの『アドレス帳』
に登録されている、番号とメールアドレスは、何人分く
らいありますか」という質問をし、具体的な数字を記入
してもらった７）。
アドレス帳登録者数の実際の回答は、５０人までで全体
の約４割、１００人までで約７割、２５０人までで約９割を占
めている。しかしながら、極端に大きな値（最大値は１,
１１５人）を答えた回答者が少数ながら存在するため、分
布が著しく偏っている（図４左）。そこで、以後の分析
では実際の回答者数に１を足した値の自然対数をとった
もの（図４右）を「サポート資源」として用いる８）。
（４） 統制変数
年齢として回答者本人の実年齢、学歴として回答者本
人の教育年数を用いる。
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以上の変数相互の２変数間の単純相関は表３のとおり
である。
従属変数である子ども数は、０人から４人までの実数
を用いても、２人以上を統合して０人、１人、２人以上
の３つのカテゴリーに縮約した値を用いても、他の変数
との関連に質的な違いはない。家族政策および学歴との
間には有意な負の相関、世帯所得および年齢との間には
有意な正の相関が見られる。つまり、少子化対策が進ん
でいる自治体ほど、そして学歴が高くなるほど子ども数
は少なくなる一方で、世帯所得や年齢が高くなるほど子
ども数は多くなる。これに対して、サポート資源すなわ
ちアドレス帳登録者数の対数と子ども数との単純相関は
有意ではない。
独立変数間の関連としては、まず家族政策と有意な正
表３ ２変数間の相関係数
子ども数
（実数）
子ども数
（２人以上統合）
家族政策 世帯所得 サポート資源 年齢
家族政策 －．０９９＊＊ －．１０８＊＊
世帯所得 ．１８１＊＊ ．１８０＊＊ ．０９７＊＊
サポート資源 ．０３５ ．０３７ ．０５４ ．１６５＊＊
年齢 ．３６８＊＊ ．３６９＊＊ －．０１３ ．１５１＊＊ －．１０２＊＊
学歴 －．１０５＊＊ －．０９９＊＊ ．０６０ ．３５２＊＊ ．１９６＊＊ －．０７６＊
N＝１，０５９。＊＜．０５, ＊＊＜．０１。
図３ 世帯所得の分布
図４ サポート資源の分布
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の関連をもつのは世帯所得のみであり、サポート資源を
含めた他の変数との単純相関は有意ではない。一方、世
帯所得とサポート資源との間には、有意な正の相関があ
る。つまり経済的に豊かな人ほどサポート資源にも恵ま
れている傾向があり、これは先述の先行研究の知見とも
一致する。
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以下では、２で説明した分析枠組み（図１）に沿っ
て、家族政策、世帯所得、サポート資源が子ども数に及
ぼす影響を多変量解析によって検討する。
その際、最終的な分析目標は家族政策という機会格差
是正制度と世帯所得およびサポート資源という機会格差
の原因との交互作用の有無にあるが、まず交互作用のな
いモデルを確認した後に、交互作用のあるモデルを検討
する。
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最初に、独立変数間に相互作用を仮定しないモデルを
確認する。
まず、子ども数の実数を従属変数とする線形回帰モデ
ルを考えよう。
子ども数に対して家族政策は有意な負の効果、世帯所
得とサポート資源は有意な正の効果をもっている（表
４）９）。
まず目につくのは、家族政策が（他の変数を統制して
も）子ども数に負の効果をもっていることである。つま
り、家族政策に力を入れている自治体ほど平均子ども数
が少ない。これをモデルどおりの順序の因果関係として
解釈するのは不自然なので、実態としては出生率があま
りにも低いので家族政策に力を入れざるを得ないという
逆の因果が働いていると考えるのが自然だろう。つま
り、東京都のように少子化が極端に進んだ大都市部にお
いて、家族政策は現状を何とかするための後追い的な試
みとして実施されている側面が強く、少なくともこれま
でのところ住民の出生行動を促して少子化の傾向を反転
させるまでには至っていない。これは一見家族政策の効
果に疑念を抱かせる結果である。
つぎにサポート資源に着目すると、先ほどの２変数相
関では有意でなかったのに対して、家族政策や世帯所得
や他の社会経済的地位を統制すると、実は子ども数に有
意な正の効果をもっていることがわかる。つまり、サ
ポート資源に恵まれた人の方が子どもを多く持ちやすい
のであって、この傾向は先行研究の知見と一致している
（星２００７、２００８）。
ところで、多くの先行研究において、第１子を設ける
ときと第２子以降を設けるときの規定要因は微妙に異な
ることが知られている（岩間２００４a、福田２０１１など）。そ
こでこの違いを検討するために、子どもが０人（４６.
５％）、１人（１７.８％）、２人以上（３５.７％）という３つ
のカテゴリーに再編した子ども数を従属変数とする多項
ロジスティック回帰分析をおこなってみよう。なお、上
記の分析目的に照らして、基準カテゴリーは子どもが１
人の人とする。
子ども数を単純に従属変数とする線形回帰モデルと比
べて多項ロジスティック回帰の場合、最初の子どもを設
けるかどうかと２人目の子どもを設けるかどうかで、そ
れぞれの独立変数が有意に効くかどうかがたしかに異な
表４ 子ども数（実数）の線形回帰
非標準化係数 標準誤差
家族政策 －０．０８３＊＊＊ ０．０２２
世帯所得 ０．００１＊＊＊ ０．０００
サポート資源 ０．０８１＊＊ ０．０３１
年齢 ０．０４３＊＊＊ ０．００４
学歴 －０．０７７＊＊＊ ０．０１５
（定数） ０．５０３ ０．３６５
従属変数は子ども数。
adj. R２＝０．１８２＊＊＊，N＝１，０５９。＊＊＜，０１, ＊＊＊＜．００１。
表５ 子ども数（３カテゴリーに再編）の多項ロジスティック回帰
０人 ２人以上
係数 標準誤差 オッズ比 係数 標準誤差 オッズ比
家族政策 ０．２０３ ０．０６３ １．２２５＊＊ －０．０２３ ０．０６５ ０．９７８
世帯所得 －０．００１ ０．０００ ０．９９９＊＊＊ ０．０００ ０．０００ １．０００
サポート資源 －０．０２１ ０．０８９ ０．９８０ ０．１９７ ０．０９４ １．２１８＊
年齢 －０．０４７ ０．０１０ ０．９５４＊＊＊ ０．０６１ ０．０１０ ０．９５４＊＊＊
学歴 ０．１０６ ０．０２９ １．１１１＊＊＊ －０．０８５ ０．０３１ ０．９１９＊＊
（定数） ０．３９６ ０．００２ －１．１７１ ０．００２
従属変数は子ども数（基準カテゴリーは１人）。
－２LL＝１，９６５，モデル＝２２０＊＊＊，N＝１，０５９。＊＜．０５，＊＊＜．０１，＊＊＊＜．００１。
自治体の家族政策による出生行動の機会格差の是正 5
儙允兠儬㈨※
Ꮚ
像
僨
ᩘ
僔
☜
⋡
0.2
0.4
0.6
0.8
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
2 4 6
pol_cnt
ே௨ୖ2
ே1
ே0
っていることがわかる（表５）１０）。
具体的には、統制変数である年齢と学歴は、１人目で
も２人目でも有意な効果をもつ。これに対して、家族政
策と世帯所得は、１人目の子どもを設ける段階では有意
に働くが、２人目を設ける際には有意な効果をもたな
い。一方、サポート資源は１人目の子どもを設ける段階
では有意な効果をもたないのに対し、２人目の子どもを
設ける際には有意な効果をもつ。
つまり、１人目を設ける際には経済的な余裕があるか
どうかがポイントとなるのに対して、さらにもう１人子
どもを設けるかどうかを判断する際にはサポート資源に
恵まれているかどうかがポイントとなっている。これは
定性的には先行研究の知見と一致する結果である（岩間
２００４a、２００４b、福田２０１１）。
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では、１人目を設ける際にサポート資源、２人目以降
を設ける際に家族政策と世帯所得は、本当に効果をもた
ないのだろうか。このように見えるのは実はこれらの変
数に関連した複雑な交互作用が働いているためかもしれ
ない。
そこで、家族政策とサポート資源、および家族政策と
世帯所得との間の交互作用を検討してみよう。子ども数
０人、１人、２人以上の３つのカテゴリーを従属変数
（基準カテゴリーは１人）とする先ほどの多項ロジステ
ィック回帰分析でこれらの交互作用項を投入したとこ
ろ、０人との比較では家族政策とサポート資源との交互
作用が、２人での比較では家族政策と世帯所得との交互
作用が有意であることが確認できた。
まず、子ども数が０人の人を１人の人と比較した多項
ロジスティック回帰分析の結果を見てみよう（表６）。
家族政策とサポート資源との間に有意な負１１）の（相互補
完的な）交互作用が存在する。
係数を見ただけでは変数間の関連が直観的にわかりに
表６ １人目の子どもを設けるかどうかの規定要因の多項ロジスティック回帰
交互作用なし 交互作用あり
係数 標準誤差 係数 標準誤差
家族政策 ０．２０３＊＊ ０．０６３ －０．３９８＊ ０．１７３
世帯所得 －０．００１＊＊＊ ０．０００ －０．００１＊＊＊ ０．０００
サポート資源 －０．０２１ ０．０８９ －０．６６８＊＊＊ ０．１８８
家族政策×サポート資源 ０．１４０＊＊＊ ０．０４１
年齢 －０．０４７＊＊＊ ０．０１０ －０．０４８＊＊＊ ０．０１１
学歴 ０．１０６＊＊＊ ０．０２９ ０．１０３＊ ０．０４１
（定数） ０．３９６＊＊＊ ０．００２ ３．２５７＊＊＊ ０．０５２
－２LL １，９６５．０４ １，９６０．６９
子ども数１人を基準カテゴリーとした多項ロジスティック回帰のうち、子ども数０人の係数のみを掲載。
N＝１，０５９。＊＜．０５，＊＊＜．０１，＊＊＊＜．００１。
図５ 家族政策とサポート資源との交互作用
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くいので、他のすべての変数を統制したときに家族政策
とサポート資源が子ども数に与える効果を図示してみよ
う（図５）。横方向に７枚並んでいるパネルは、右に行
くほど居住する自治体の家族政策が充実している（少子
化対策数が多い）ことを意味しており、それぞれのパネ
ル内部での横軸はサポート資源の量を表している。また
縦軸は子ども数の確率分布であり、下から０人、１人、
２人以上を意味する。
いま０人と１人との相対比率に着目すると、家族政策
が充実していない左の方の自治体ではサポート資源が多
くなるにつれて１人目の子どもを設ける確率が増すが、
家族政策が充実している右の方の自治体では逆にサポー
ト資源が多くなるにつれて子どもを設けない確率の方が
高くなっていることがわかる。つまり、自治体の家族政
策は、サポート資源に恵まれた人ほど１人目の子どもを
もちやすい、という個人レベルの機会格差を和らげる効
果をもっている。
つぎに、子ども数が２人以上の人を１人の人と比較し
た多項ロジスティック回帰分析の結果を見てみよう（表
７）。家族政策と世帯所得との間に有意な負の（相互補
完的な）交互作用が存在する。
図６は、他のすべての変数を統制したときに家族政策
と世帯所得が子ども数に与える効果を図示したものであ
る。７枚のパネルの意味は先ほどと同様であり、それぞ
れのパネル内部での横軸は世帯所得を表している。縦軸
は子ども数の確率分布であるが、先ほどとは順序が異な
り、下から１人、２人以上、０人を意味する。
２人目の子どもを設ける際の要因を探るために、１人
と２人以上、つまり下の２つのグループ間の相対比率に
着目すると、いずれの自治体でも世帯所得が高くなるほ
ど２人目以上の子どもを設ける確率が増すが、家族政策
が充実していない左の方の自治体ではその効果が相対的
に大きいのに対し、家族政策が充実している右の方の自
治体では相対的に小さくなることがわかる。つまり、自
治体の家族政策は、所得に恵まれた人ほど２人目以降の
子どもをもちやすい、という個人レベルの機会格差を和
表７ ２人目の子どもを設けるかどうかの規定要因の多項ロジスティック回帰
交互作用なし 交互作用あり
係数 標準誤差 係数 標準誤差
家族政策 －０．０２３ ０．０６５ ０．１１９＊ ０．０５０
世帯所得 ０．０００ ０．０００ ０．００１＊ ０．００１
サポート資源 ０．１９７＊ ０．０９４ ０．１９９＊＊＊ ０．０４１
家族政策×世帯所得 －０．０００＊ ０．０００
年齢 ０．０６１＊＊＊ ０．０１０ ０．０６１＊＊＊ ０．０１０
学歴 －０．０８５＊＊ ０．０３１ －０．０８３＊＊＊ ０．０２５
（定数） －１．１７１＊＊＊ ０．００２ －１．８５５＊＊＊ ０．００３
－２LL １，９６５．０４ １，９６３．７６
子ども数１人を基準カテゴリーとした多項ロジスティック回帰のうち、子ども数２人以上の係数のみを掲載。
N＝１０５９。＊＜．０５，＊＊＜．０１，＊＊＊＜．００１。
図６ 家族政策と世帯所得との交互作用
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らげる効果ももっている。
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以上の分析結果の要点を整理しよう（表８）。すべて
の分析において年齢と学歴は統制されており、年齢は子
ども数を増やす、学歴は子ども数を減らす有意な効果
を、何人目の子どもかにかかわらず一貫してもってい
る。
家族形成の機会格差を生む個人属性のうち、まず世帯
所得は、何人目の子どもかを問わなければ、子ども数を
増やす効果をもつ。しかし１人目の子どもと２人目以降
の子どもを区別した場合、１人目の子どもを設けるとき
には他の変数にかかわらず子ども数を増やす方向に働く
のに対して、２人目の子どもを設ける際には一見効果を
もたないように見える。この結果は定性的に先行研究と
合致するが（岩間２００４b）、実際には家族政策と世帯所
得の間に相互補完的な交互作用が働いていて、世帯所得
は２人目の子どもを設ける際にも正の効果をもつが、そ
の強さは家族政策が充実するにつれて減少する。
つぎにサポート資源も、何人目の子どもかを問わなけ
れば、子ども数を増やす効果をもつ。しかし１人目の子
どもと２人目以降の子どもを区別した場合、２人目の子
どもを設けるときには他の変数にかかわらず子ども数を
増やす方向に働くのに対して、１人目の子どもを設ける
際には一見効果をもたない。この結果も、１人目を設け
る際には（そしてそもそも結婚するためには）所得がよ
り重要であるという先行研究と一見合致するが（福田
２０１１、佐藤ほか２０１０）、実際には家族政策とサポート資
源の間に相互補完的な交互作用が働いていて、１人目の
子どもを設ける際のサポート資源は、家族政策が充実し
ていない場合は出生に対して正の効果をもつが、家族政
策が充実している場合は逆に負の効果をもつ。
そして家族政策自体は、子ども数に対して基本的に負
の効果（もしくは逆因果）をもっており、これは何人目
の子どもかを区別する場合もしない場合も一貫してい
る。先述のようにこの結果は一見家族政策の効果を疑問
視させるものであるが、交互作用を考慮した場合はむし
ろ積極的な意義が見えてくる。つまり、家族政策は世帯
所得やサポート資源といった個人属性が家族形成機会に
及ぼす効果を和らげるのに、一定の貢献をしているので
ある。
少子化を食い止めるという家族政策のマクロな目的か
らすれば、これは副次的な効果かもしれない。しかし、
個人のライフコースが多様化し、従来万人に平等に与え
られているように見えた家族形成の機会が当たり前のも
のではなくなりつつある現代日本において、一見いかな
る家族政策も効果をもたないように見えるほど少子化が
深刻化した大都市部においてすら家族政策がこのような
格差是正効果をもつことの意味は、小さくはない。
〔注〕
１） たとえば、最初期の１９９４年のエンゼルプランにおいて
は「家庭における子育て支援」の説明文の中に「児童委
員等のボランティアの協力のもとに地域子育てネット
ワークづくりを推進する」という表現で控えめに登場し
ていたのが、２００４年の子ども・子育て応援プランでは４
つの重点課題のうちの１つである「子育ての新たな支え
合いと連帯」中の筆頭項目として「地域における子育て
支援」が登場するし、２０１０年の子ども・子育てビジョン
では５つのビジョンのうちの１つとして「多様なネット
ワークで子育て力のある地域社会へ」が登場する。
２） 高度経済成長期以降の合計特殊出生率のほぼ一貫した
減少にもかかわらず、理想の子ども数がそれほど変化し
ていないことは、他の先進国と比べたときの日本の特徴
のひとつである。最新の出生動向基本調査（第１４回、２０１０
年）によれば、夫婦調査における理想的な子ども数は２.
４２人（１９８２年の第８回調査時は２.６２人）、独身調査にお
ける希望する子ども数（結婚意欲のある人のみ）でも男
性２.０４人、女性２.１２人（１９８２年調査ではそれぞれ２.３４
人、２.２９人）である（国立社会保障・人口問題研究所
２０１１）。
３） 家族政策のもう１つの柱である「仕事と育児の両立支
援」は、出生や家族形成をめぐるこれまでの研究では最
表８ 子ども数の規定要因（分析結果のまとめ）
子ども数 交互作用 家族政策 世帯所得 サポート資源 交互作用効果
実数 なし － ＋ ＋
０人→１人 なし － ＋ n.s.
政策×サポート － ＋ ＋or－ 相互補完
１人→２人以上 なし n.s. n.s. ＋
政策×所得 － ＋ ＋ 相互補完
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も関心が高く、重点的に研究されてきたテーマでもあ
る。しかしながら、個人の機会格差という観点から見た
場合、どういう職場で働けるかは所得やサポート資源と
比べると偶然によって左右される要素が大きく、ワー
ク・ライフ・バランス実現のための政策的介入も個々の
事業所への指導や働きかけという形になるため、どうし
ても間接的にならざるをえない。そこで本稿ではこの問
題の検討は見送り、所得とサポート資源に絞って考察す
ることにする。
４） 足立区のみは選挙人名簿抄本の閲覧許可が下りなかっ
たため、住民基本台帳から抽出した。
５） 立川市と町田市はデータが欠けていたため、以後の分
析はこの２市の回答者を除いておこなう。
６） 歪度は０.６３０。
７） 「携帯電話や PHSを持っていない」という選択肢も別
途用意したが、それを選択した回答者は１４人で、全体の
１.１％に過ぎなかった。
８） 対数変換前の歪度が２.９１であるのに対し、対数変換後
の歪度は－０.３４になる。
９） 表１の度数分布からわかるように子ども数の分布は必
ずしも正規分布的ではないので、線形回帰モデルを用い
ることには若干の疑義があるかもしれない。しかし、本
文と同様の０人から４人までの実際の子ども数を従属変
数にしたポワソン分布を仮定する一般化線形モデル、０
人、１人、２人以上の３カテゴリーに縮約した子ども数
を従属変数とする線形回帰モデルおよびポワソン一般化
線形モデルも試してみたところ、いずれのモデルでも定
性的な結論は変わらなかった。
１０） なお、有意であるかどうかはともかくとして、それぞ
れの独立変数の効果の方向性自体は、線形回帰モデルの
場合と一致している。つまり、家族政策と学歴は子ども
数を減らす方向に、世帯所得とサポート資源と年齢は子
ども数を増やす方向に一貫して働いている（１人を基準
カテゴリーにしているので、「０人」の係数の符号の解
釈に注意せよ）。
１１） １人を基準カテゴリーとしたときの０人への変化を表
しているので、係数の符号の読み方に注意。
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